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 Generally, it is difficult for the people with disabilities toget  a  job in enterprises. And even though they 
get a job in  enterprises, many of them retire in a few years. So that, various policies are made to enable 
enterprises to employ them in many countries. Also it is essential tosupport employee with disabilities to
cooperate with their family, employer and various upporter of theirs o that hey keep working for long 
term. Thus, they work depending on the network constituted of these members. In short, his network is 
community they depend on. Therefore, inthis paper, I suppose the people with disabilities themselves start 
a business making use of this community and they themselves create their work.
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課題である.
　一般就業が難 しいために自ら起業す ることは しば し
ば見 られ ることであるが,本 稿では,障 害者 自身が起
業す るための基盤の存在 を示す ことで,障 害者 も起業
を通 じて自立 した生活 を送 ることができることを示す
つも りである.




　第3章 では,わ が国の障害者雇用を取 り巻 く状況 に
ついて述べた上で,第2節 と第3節 において,障 害者
雇用問題について検討す る上での前提 となる知識 とし
て 「割 当雇用制度」 と 「特例子会社」,「就労支援シス
テム」について述べている.
　そ して,障 害者雇用は地域 とのつなが り,人 とのつ
なが りによって成 り立つことを明 らかにした上で,障
害者は障害者同士,家 族,地 域,企 業,行 政か らなる
コミュニティを形成 していることを指摘 している.
　第4章 では,障 害者 が起業するに際 しては,上 述の









その原因 として,日 本企業の多 くが株式持 ち合いを
進 めてきた ことと,新 卒一括採用 と終身雇用 によって
内部労働市場が形成 されてきたことの二点か ら,従業
員を中心 とす る企業観が形成 されたことが指摘でき
る.
このよ うな企業システムにおいては従業員の雇用の
維持が第一義的なこととされ,企 業 は人員配置に関 し
て強い裁量権 をもつ.し たがって,企 業の要請に 自由
に応 えることのできない障害者は雇用面で不利にな
る.
また,企 業が従業員 に対 して投資 した結果得 られた
成果 は企業に帰属す ることか ら,障 害者の ように不測
の要因によって中途退職す る可能性のある人 は採用時
点か ら排除 される可能性が高 くなる.
しか し,後 述す る通 り,近年障害者の実雇用率は着
実に上昇 してお り,企 業が障害者を雇用 しようとす る
意欲 は高い.
この傾向は今後 も続 くと考え られ るが,後 にアンケ
ー ト調査で見 る通 り,「障害者 を雇 いた くない」 との
声 も上がっていることか ら,障 害者の完全雇用への道
は半 ばであると言 ってよい.
さて,社 会の就業基盤 として企業以外 にも公務員や
自営業な どが存在す るが,障 害者雇用 とい う場合,企
業への就業に 目が向け られがちである.
これは障害者 を雇用する場合,健 常者 に比べて費用
が高 くな りがちであるために企業において特 に障害者
の雇用が困難 になるためである と考 えられる.
ここで,「身体障害者 と精神障害者の就労状況」(図









70.6%に達す る一方で,「就業 して 自立 したい」 と答
えた人は31.9%,「友人 ・知人に支えて もらう」 と答
えた人は0.0%,「生活保護 を受 ける」が10.1%,「そ
の他」が3.8%となってい る.
ここから,障 害者 の多 くは 自分の貯金や年金に対 し
て強 く信頼を抱いてい るものの,自 力で生活 してい く
ことを志向 してい ると考えられ る.そ して,条 件 さえ
整 えば,障 害者 の中に自ら仕事 を起 こす とい う選択を
行 う人が現れ るのではないか との仮説 が成 り立っ.
そ こで,本 稿 では,障 害者 が自ら就業基盤 を構築
し,自 立化 を図る手段 として 「起業」を提起 したい.







ただ,後 述す る通 り,障 害者による起業はコミュニ
ティの支 えによって成 り立つものである.そ のため,
筆者は知的障害者や精神 障害者が起業者を取 り巻 く支
援者の役割 を果 たす ことを排除 しない.こ れ らの障害
者 も社会への参加者 であるとの想定に立っ.
また,本 稿で言 う企業経営等には,通 常は企業 とは
言えない自営業を含む ものとす る.
その理 由は,障 害者が起業す るとい う場合,そ の身
体的制約か ら,ま ずは自らに身近なことか ら仕事 を起













3.障 害者雇用の仕組み と障害者のコ ミュニティ
3.1.障害者雇用を取 り巻 く状況
障害者の雇用は着実 に進展 している.図4に 見る通
り,実雇用率は平成16年(2004年)以降急速に伸び
てお り,雇 用 され る精神 障害者 の数が増加す るな ど,
企業が雇用 しようとす る障害者 の類型 は広が りつつあ
る.
その背景には,第 一に,戦 後一貫 して障害者施策が
展開され,障 害者雇用 に関 して企業に対 して課 され る
公 的な義務 と支援が厚 くなったこと,第 二に,人 権意
識 の高ま りを受 けて一般市民の障害者 に対す る評価が
大きく変化 したこと,第 三に,企 業が社会的責任 を果
たそ うとす る風潮が強ま り,そ の一環 として障害者の
雇用 を増や したこ とがある.
しか し,図5に 見 る通 り,企業者 の間に 「積極的に
雇用 したい」や 「一定の行政支援 があれば雇用 したい」






























身体障害者 知的障害者 精神障害者 一 実雇用率
図4実 雇用率 と雇用 される障害者 の数 の推移
(注)法定雇用率は,平 成24年 までは1.8%,平成
25年以降は2.0%.












体障害者福祉法の3つ を起源 として,戦 後の市民社会
の形成 とともに各時代の要請に応 える形で発展 し,障
害者福祉 として徐 々に形成 されていったものである.
とりわけ,1981年に国際障害者年 が障害者 の権利宣
言を実効性のあるものにす ることを目的 として始 まっ
て以降,障害者福祉は急速に進展 を見ることとなった.
そ して,そ れは基本 的に 「施設福祉 か ら地域福祉へ」
「医学モデルか ら社会モデルへ」 とい う二つの大きな
流れ をもっていた.
障害者福祉 は現在,障 害者の福祉 を地域 ぐるみで支




関す る法律)を嗜矢 として発展 していった.そ して,そ
れは 「規制の厳格化」と 「適用対象の拡大」の二っを特
徴 とするものであった.
例 えば,身体障害者雇用促進法が制定 された当初 は,
企業 による障害者 の雇用 は努力義務 であった ものが
1977年に雇用義務 となった.そ の後,雇 用率2)は段階
的に引き上げ られてお り,雇用義務制度が開始 された
当初は1.5%であったものが現在 は2.0%となっている.
また,2004年には除外率3)が廃止 された.




なることか ら,企 業 は障害者 を雇用す るに際 して,各











この制度 は 「雇用率制度」と 「雇用納付金制度」の2
っか ら成 り立っているが,具 体的には次の2つ の義務
を課 している.
第一 に,従業員50人 以上の事業所 に対 して法定雇用
率2.0%以上の障害者を雇用す る義務 を課す.
第二に,法定雇用率 に満たない事業主か ら 「不足分1
人当た り月額5万 円,年額60万 円」の 「障害者雇用納
付金」を徴収す る一方で,法 定雇用率 を超 えて障害者
を雇用 している事業主に対 して,そ の超 えている人数


















































































































































































































身体障害者が離職 した理 由(図9,図10参 照)は,
「職場の雰囲気 ・人間関係」が33.8%,「賃金,労 働条
件に不満」が29.7%,「疲れやす く体力,意 欲が続か
なかった」が28.4%,「仕事内容 が合 わない(自 分に向
かない)」が28.4%,「作業,能 率面で適応できなかっ
た」が25.7%,「症状が悪化(再 発)し た」が25.7%,
「家庭の事情(但 し,出産 ・育児 ・介護 ・看護を除 く)」

















































前述の通 り,障 害者の中には様々な政策的支援 によ
ってもなお就業で きず にいる人がかな りの数お り,ま
た一度は就業できたものの離職 して,そ の後 は地域生
活に帰った人 も少なか らず存在する.
就業機会 に恵 まれ ない場合,自 ら業 を起 こす とい う
選択があ りうるが,こ れまで,障 害者 の起業 について
取 り上げ られ るこ とはほとん どなかった.
その理 由は,起 業す るこ との障壁の高 さにあった と
言って よい.障 害者 は行動上,か な り制約 を受けるこ
とか ら,起 業す ることは障害者 にとって健常者 が感 じ
る以上の障壁 となることは言 うまでもない.そのため,
障害者 の起業の事例 も少なかった もの と思われる.
しか し,1990年代末以降の情報機 器の発展 によって,








である.当然,必 要とす る支援の態様 も異なる.









本稿 では,障 害者 の雇用が社会全体で支 えるべ きも
のであることが示せた と思 う.
具体的には,企 業の政策的強制による障害者 の就労
機会の醸成であ り,就 労継続 のためのコミュニケーシ
ョンの醸成であ り.そ のために,地 域 ぐるみの支援体
制が有用であることも述べた.
これ らの条件は障害者が起業す る際 にも必要 とされ
るものであると考え,本 稿では,障 害者 とそれ を取 り
巻 く支援者な どか らなるコ ミュニティを基盤に した起
業を促進す ることを提起 した.
しか し,本 稿ではそれ を提起す るにとどま り,それ
をいかにマネ ジメン トす るかまでは論 じなかった.そ
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